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 第 2 に、第 1 の視点と一部重複するが、実行という観点からフレームワークを構築し
ているという点をあげている。新しいビジネスモデルを描くだけではなく、実行するとい
う観点から策定プロセスを網羅した点に特徴があるとしている。この点で、これら 2 つの
含意は、中小企業建設業者にとっての実践的な含意ともいえる。  
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最後に、本論文では以下の点で論文の限界に触れている。第 1 に、本論文で提示された
フレームワークは、現段階では同質的な競争を行っている中小建設業に限定されている点
であり、中小企業に広く一般的に当てはめることはできない点である。第 2 に、本論文は
事例研究を通じて実証を行っているが、方法論上の限界があり、一般化ができていないと
いう点である。  
 
５．論文の評価 
 戦略論の分野ではこれまで多くの理論が生まれ、実践されてきた。新規領域にどのよう
にして進出し、成功するのかというテーマは、戦略論においても最も重要な研究領域の 1
つであり、現在も様々な研究が展開されている。しかし、多くの戦略論は成功した企業を
丹念に分析することを通じて、帰納的なアプローチによって生み出されてきた。このため、
競合のいない領域を見つけることができた企業、新しい領域で活用することができる能力
や経営資源を保有していた企業、あるいは獲得できた企業をベースに、フレームワークが
構築されている。  
 しかし、我が国の企業の多くは中小企業であり、また、中小企業は必ずしも優れた能力
を持ち豊富な経営資源を有しているわけではなく、優良な事例をベースに構築された経営
理論を実践するに十分な条件を備えているわけではない。本論文はこのような現場に即し
た問題意識から課題を見出し、研究の契機としたことによって、独自の研究の視点を持つ
に至っている点は、評価に値するといえよう。  
 また、本論文は、当該領域の先行研究を丹念に渉猟し、多角化戦略、ブルー・オーシャ
ン戦略やホワイトスペース戦略、あるいはダイナミック・ケイパビリティ研究の特徴を明
らかにしたうえで、中小建設業者にとって実行可能かという観点から、それぞれの理論的・
実務的な有効性と限界を示している。これをもとに、本論文は新たな戦略策定プロセスの
フレームワークを構築し、理論的な貢献を果たしている。先行研究の検討は、広い領域に
わたってなされていることから、やや浅い部分も見受けられるが、本論文は文献研究・理
論研究としても、一定の水準に達しており、評価に値する研究であると判断することがで
きる。 
 同様に、本論文は、詳細な事例研究を通じて、理論的な枠組みの有効性を実証している。
事例研究は、定性的な研究に求められる手続きにのっとって堅実になされており、説得力
の高いものとなっている。また、本論文で取り上げられた企業は、著者とのつながりも深
く、表面的な情報ではなく、より詳細なデプス・インタビューによる良質な情報に基づい
てなされたものであり、実証研究としても一定程度の水準に達していると評価できる。  
 一方で、本論文には下記の点で課題がある。第１に本論文は、構築した理論的枠組みを
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一般化するための実証が十分ではないという課題である。本論文では、質の高い事例研究
がなされているものの、事例の数は 3 つに過ぎず、一般化という点では物足りない。より
豊富なサンプルを用いた定量的な実証研究、あるいは適切なサンプリング理論に基づいて
抽出された定性的研究を積み重ねる必要がある。  
 第２に、理論的・実証的な枠組みの水平的な拡大である。本研究の知見は中小建設業者
という特殊な競争状況に置かれている対象にのみ適用できる枠組みとなっている。しかし、
本論文のフレームワークの多くの部分は、中小企業に共通したものである。この点につい
ては、フレームワークを適用する際に、どのようにして限定された条件を解除できるのか、
あるいは異なる変数を用いることで解決できるのか、といった研究が望まれる。今後の研
究の進展に期待したい。 
 
６．判定 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格を持つものと判定する。  
